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成果の概要（R5 年度国際交流助成） 
事業名：iCeMS 国際ラボの研究連携ネットワークの構築 
申請者：鈴⽊ 淳（⾼等研究院 物質−細胞統合システム拠点） 

【経緯と計画の実施】 
京都⼤学物質―細胞統合システム拠点（iCeMS）は、材料・化学分野と⽣物学分野の新し

い融合学術領域の創出を⽬指し、⽂部科学省の世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）
の国際研究拠点として 2007 年に設⽴された。この野⼼的な⽬的の実現のため、iCeMS は、
これまで 10 件の海外連携拠点（国際ラボ）を設置しており、このうち 6 件は京都⼤学の現
地運営型研究室（On-site Laboratory）の認定を受けている。 

令和 5 年度当初は、拠点内に Globalization Committee を設⽴の上、海外学⽣のインター
ンシップの実施、国際ラボシンポジウムの開催とともに、ニューヨーク⼤学アブダビ校
（NYUAD）との新たな連携及び iCeMS 台湾オフィスの強化に注⼒する計画を⽴てた。こ
のうち、NYUAD との連携については充分な体制が整わなかったため、令和 6 年度以降の
国際ラボ設置に計画を変更し、引き続き準備を進めるものとした。これに伴い、当初予定し
ていた設置に係る事務担当者を配置しなかったため、⼈件費の執⾏を⾒送った。 

【成果報告】 
令和 5 年度は、それぞれの国際ラボラトリにおいて、活発な⼈材交流を実施した。主なも

のを以下に列挙する。 

(1) iCeMS 台湾オフィス（台湾の複数の研究機関が参画する国際ラボ） 
iCeMS 台湾オフィスは、国⽴台湾⼤学、国⽴成功⼤学、中国医薬⼤学等の複数の⼤学

と京都⼤学の間の⼈材交流ハブとして令和元年に設⽴された。令和 5 年 6 ⽉、国⽴成功
⼤ 学 の 研 究 者 を iCeMS に招き 、 “ -Next Generation Healthcare‒ interdisciplinary 
approaches: iCeMS & NCKU biliteral symposium”を開催した。引き続き、令和 5 年 9 ⽉



には、iCeMS の研究者が国⽴成功⼤学医学院を訪問し、合同で“Precision Medicine and 
Cell Therapy Symposium”を開催し、医学領域におけるバイオマテリアルの新しい活⽤に
向けて深い議論を展開した。さらに、令和 6 年 3 ⽉には、国⽴台湾⼤学分⼦科学技術国
際⼤学院から研究者と学⽣を iCeMS に招き、Bilateral symposium を開催して相互の交流
を深めた。また同⽉、台湾を訪問し中国医薬⼤学病院との合同シンポジウムを⾏った。 

以上の他にも、年度を通して複数回のミニシンポジウムが実施されるとともに、台湾オ
フィスを通して、個別の研究者間での交流が活発に⾏われた、特に、オフィス担当の鈴⽊
淳教授は、台湾の様々な研究機関、医療機関に加え、社会実装の礎となる投資家、経営者
等との交流を継続的に積み重ねた。 

令和 5 年 9 ⽉ 

国⽴成功⼤学医学院と台湾での合同シンポジ

ウム 

 

 

 

 

   

令和 6 年 3 ⽉ 

国⽴台湾⼤学分⼦科学技術国際⼤学院と

iCeMS での合同シンポジウム 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 3 ⽉ 

中国医薬⼤学病院との台湾での合同シンポジ

ウム 

 
 

 
 
 
 
 

(2) データ・材料科学統合センター（ニュージーランドMDI との国際ラボ） 
本国際ラボのパートナーであるマクダイアミッド最先端材料・ナノテクノロジー研究
機構（MDI）と iCeMS は、京都⼤学（令和 5 年 8 ⽉）、ビクトリア⼤学ウェリントン校
（令和 6 年 2 ⽉）のそれぞれにおいて合同シンポジウムを開催し、データ駆動型材料科



学を基盤とした次世代材料開発プロセスの確⽴について議論を深めた。双⽅の主任研究
者、若⼿研究者のみならず、管理部⾨職員が密度の⾼い研究・⼈材交流を実現した。 

令和 6 年 2 ⽉ 
ニュージーランドマクダイアミッド最先端材

料・ナノテクノロジー研究機構（MDI）との合

同シンポジウム 

 
 
 
 
 

(3) グリーン多孔性材料ラボラトリ（シンガポール A*STARとの国際ラボ） 
本国際ラボは、令和 3 年に京都⼤学認定 On-site Laboratory として開設されたが、パ

ンデミックの影響でオンライン以外の⼈材交流を⽋いたまま研究の連携が進められてき
た。令和 6 年 3 ⽉、シンガポール科学技術研究庁物質⼯学研究所（A*STAR-IMRE）に
て、On-site Laboratory の開所式とシンポジウムを開催し、念願の対⾯交流を実現するこ
とができた。 

令和 6 年３⽉ 
シンガポール科学技術研究庁物質⼯学研究所

（A*STAR-IMRE）とのシンガポールでの合同

シンポジウム 

 
 
 

 

(4) スモラボ（フランス CNRS-IRP の国際ラボ） 
フランス国⽴科学研究センター（CNRS）の国際研究プロジェクト（IRP）として開設

されたスモラボは、フランスの複数の⼤学から研究者が参画している。令和 5 年 10⽉に
iCeMS でシンポジウムを開催し、ソフト多孔性材料の基礎研究と評価について活発な議
論が⾏われた。 

令和 5 年 10 ⽉ 
フランス国⽴科学研究センター（CNRS）

の国際研究プロジェクト（IRP）との

iCeMS での合同シンポジウム 

 
 
 
 
 



(5) スマート材料研究センター（タイ VISTEC との国際ラボ） 
タイ王国ウィタヤシリメティー科学技術⼤学院⼤学（VISTEC）と iCeMS の⼤学院⽣
⾃らが主導し、合同で研究成果を発表するセミナーを開催した。参加した学⽣は、研究活
動や研究室での⽣活、将来の夢などについて質問や意⾒を交換した。 

令和 6 年 2 ⽉ 
タイ王国ウィタヤシリメティー科学技

術⼤学院⼤学（VISTEC）とのタイでの

合同シンポジウム 

 
 
 
 

 

(6) 量⼦ナノ医療研究センター（⽶国 UCLA との国際ラボ） 
本国際ラボによる企画として、カリフォルニアナノシステム研究所との間で、“UCLA 
‒ Kyoto University online seminar series”が定期的に開催され、ナノマテリアルの医療応
⽤を中⼼とした議論を展開した。また、令和 5 年 9 ⽉、本国際ラボと京都⼤学⼤学院医
学研究科との共催で、UCLA の Department of Microbiology, Immunology & Molecular 
Genetics (MIMG)で Chair を務める Dr. Jerome Zackによるセミナーを開催し、HIV感染
症の新しい医療について議論した。 

 

令和 5 年 9 ⽉ 

UCLA から Dept of MIMG Chair の Dr. Jerome Zack が参加し講演、医

学研究科でのセミナーも⾏った。 
 
 
 
 
 

【今後に向けて】 
本事業では、国際ラボ間の連携の強化も重視しており、On-site Laboratory のパートナー

である UCLA、台湾 Academia Sinica と iCeMS の共催で、⽶国でのシンポジウムの開催を
計画している。このような連携の取組みは今後も戦略的に拡⼤する予定である。 


